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別紙

委員長　　　　開会宣言、あいさつ

副議長　　　　あいさつ

副町長　　　　あいさつ

委員長　　　　これより議事にはいります。

議案第68号

委員長　　　　まず、議案第68号　愛知県市町村職員退職手当組合規約の一部を改正する規約についてを議題といたします。議案第68号について執行部の説明を求めます。

人事秘書課長　　　議案第68号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第68号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

委員長　　　　ございませんか、なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第68号　愛知県市町村職員退職手当組合規約の一部を改正する規約について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第68号については原案のとおり可決することに決しました。

議案第67号

委員長　　　　次に、議案第67号　愛知高速交通株式会社に対する出資についてを議題といたします。議案第67号について執行部の説明を求めます。

企画政策課長　　　議案第67号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第67号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

水野竹芳委員　有利子貸付金ですが、無利子で株式化すると配当がつかなくなり、収入がなくなるわけだが、この金額は、今までいくらの利率で、いくら利息を受け取っていたか。

企画政策課長　平成16年に貸し付けた有利子貸付の利息は1.25％、平成19年に再貸付した有利貸付は、1.56％、平成20年に貸し付けた有利子貸付は1.54％です。概ね利息については年間1,000万円です。

加藤武委員　　今議会で、名古屋市始め他の市町は、この議案が出ていない。一般質問でも他の市町と協調して行っていくと、まちづくり推進部長は強調されていたが、なぜ、長久手町だけトップでだしたのか。
企画政策課長　各自治体間においては、今年度内に対応ということで、協調支援すると協議しています。　　

加藤武委員　　それに基づいて、長久手町はなぜ、12月議会で出したのか。
企画政策課長　本町としては、８月に第１回の説明会を行いまして、県としては出来るだけ早くという要望がありましたが、町としては、８月に１回、先般第２回目もさせていただき、12月にこういった議案を出させていただくのが、最も適切な時期と判断しています。
加藤武委員　　適切だということは、いち早く、長久手町が出して、誠意を見せるということか。
企画政策課長　長久手町は、愛知県に次いで大きな株主です。今回の経営支援については、有利子貸付金をＤＥＳにすることにより、ＤＥＳをした以降の利息というのは発生しなくなります。基本的に、愛知高速としては、経営が非常に苦しい中で、こういったことをいち早く進めることが重要であると考えています。
加藤武委員　　５年間は、12億5,100万円ですが、現金出資とは別か。

企画政策課長　今回の議案については、あくまで貸付金の株式化のみです。現金については、来年度からそういった支援が必要になってくると思いますので、この次、皆様にご説明していきたいと思います。
加藤武委員　　８億9,800万の現金出資は、来年度予算に計上するのか、それとも、別の議案に出すのか。

企画政策課長　来年度予算に入れて説明します。単独の議案ではありません。
加藤武委員　　予算書の中の１年分を入れるのか。
企画政策課長　出資金という方で、１年分計上します。
加藤武委員　　５年間は、DESが12億5,100万円と、現金出資が８億9,800万円。合計５年で21億4,900万円。平成26年以降は、また多くなるわけですよね。貸付金の株式化が15億1,100万、現金出資が15億3,600万円、合計30億4,700万円と膨れ上がってくる計画ですね。県の示した資料を見ても、だんだん膨れ上がっていく。私が心配するのは、支援しだしたら、限りなく金を出していかなければ、この会社は存続しない気がする。それでも、町は出し続けるのか。想定の話で、５年以降の話ですが。
企画政策課長　これは、あくまで議会説明会の折に県の方で作成していただいた、いわゆる収支見通しに基づいてだしたものです。まずは、５年間ということで説明しました。収支見通しでいけば、26年以降は、そういう数字がでてきますが、今現在は、当面５年間は、愛知県を始め、関係市町で協調して支援していくということを合意されているものです。26年以降は、そういう事実は残りますが、今後は県を中心に議論していく必要があると思っています。

加藤武委員　　今、言ったのは、限りなく出ていくと思うが、それでも、長久手町は、リニモ存続のために出していくのかということ。もちろん愛知県もだす、名古屋市もだす、とりあえず26年以降含んで約52億。当初の資本金が６億9,000万円。それをたすと、合計約60億近い金になる、今の計画だと。それでも、続けていくのかということ。先の話で分からないが、要は、私が言いたいのは、12億5,000万円と８億9,800円だしても、死に金になってしまう恐れがあるのではないか、金が消えてしまう。そういう風に想定しないのかということ。
企画政策課長　５年間、リニモを潰すわけにいかない。26年以降も支援しなくてはならないと思います。それと同時に、長久手町が投資してもそれ以上のリターンがあるような、例えば、リニモ沿線の開発、愛知県の施設の充実、そういったことに力をいれ、それ以上の住民にとってリターンのあるような政策を続けることが非常に重要だと思っていますので、26年以降、まだ、ここでは、具体的に申しあげられませんが、そういった支援が必要になってくると思います。
加藤武委員　　私は、５年間は仕方ないと思うが、その先、26年以降のことを思うと非常に心配だ。負担割合が変わって、長久手の出資が少なくなってくればよいが。県と長久手を金額で比べると、県は長久手町の3.2倍位しか出していない。財政力からいうと、それでは少ないと思う。県の方が何十倍も財政力ある。長久手は年間200億の予算でやっているが、県は8,000億から9,000億、１兆に近い金でやっている。県と町が3.2倍の差では小さすぎる。もっと10分の１とかにしないと。長久手町の額を基準にすると、県はもっと出せるのではないか。今後そういう交渉はしていけるのか。単に、金額からの出資割合でいくとこうだが、県は、財政力というか、もっと広大な予算で運営しているから、県に発言力があるなら、もっとだしていくべきだ。
企画政策課長　愛知県に対しては、様々なことに関して、今後、過去から、町長始めリニモ沿線の活性化について、強く要望しているところです。ただ、この出資割合については　当初、このようなスキームでスタートしておりまして、今後の経営支援につきましても、この割合に対する負担を変えるのは困難だと考えていますし、この割合での責任をもつということは仕方がないと考えています。それ以上に、県には、様々なことに関して、強く要望していきたいと思います。
まちづくり推進部長　長久手町独自の財政支援は考えにくいですが、長久手町独自の特徴があります。毎年、平成25年度以後も、１億3,000万円、１億2,000万円と毎年のように固定資産税が本町へは入ってきます。したがって相殺しますと、実質的負担は、4,000万円、5,000万円となります。そういう負担に対し長久手町が耐えうるかを、財政が長期的な見通しの中で試算したところ、十分耐えうるものであると。今のスキーム、出資割合に応じた全体の協調支援の中で、特に長久手にとって具体的な差し引きをしますと、何億という数字ではありますが、実際には、数千万ということです。
　　　　　　　沿線開発については、非常に急がなくてはいけない。そのことについては、愛知県の協力を十分に受けながらやっていかなくてはならない。とりあえず、決まりましたのは、平成25年にオープンしますイオンさんが、長久手中央地区に3.9ｈａの商業施設の誘致をされます。そういったことによって生まれる交流人口や、私たちの町だけにとってみれば、固定資産税の増額があります。十分、今後の負担に耐えうるような財政的な力強い町づくりにしていきたいと考えています。全体的な見通し、長期的見通しの中では、沿線開発が重要であると認識いただいて議論頂きたいと思います。
加藤武委員　　そのことは、よく承知している。その固定資産税は、永遠に続けられるのか、保証はないでしょう。５年間は大丈夫ということなのか。きちっとくるのか、毎年、１億2,000万位が。
まちづくり推進部長　あくまで会社が平成40年まで試算したものですが、会社が存続す　

　　　　　　る限り続くものです。
加藤武委員　　先の一般質問で部長が、長久手町が支援しないと会社が倒産すると答弁した根拠はなにか。

まちづくり推進部長　これは、議会に説明した２回の説明会の中で、愛知県が言った言葉

　　　　　　を言ったもので、仮に５年間の協調支援をしないと会社は、来年度資金ショートを起こします。
加藤武委員　　愛知県はそんなこと言ってないでしょう。長久手が出さないと会社が倒産すると言っていたか。
企画政策課長　これは、前提として、自治体間で支援していくというスキームの中で、来年度については、資金ショートするというのは、ご説明したとおりであります。沿線市町が援助しないと運転資金がないので、会社は倒産すると、説明会の中ではご説明していると考えています。
加藤武委員　　もう少し、愛知県に出してもらえばいいのではないか。県は出し渋っている。この方法でよいと思っているのか。

企画政策課長　リニモがあるということによって、もたらされる町の評価、今後のまちづくりについて、一番、恩恵を受けるのは本町です。愛知県に頼ることなく、愛知県と沿線市町で協力して支援していくと申しています。名古屋市、瀬戸市、日進、豊田も同じです。愛知県の東部丘陵の構成交通としても重要であります。長久手町にとっても大きな資産となるものです。愛知県にだけ頼るのではなく、長久手町も積極的に支援する必要があると考えています。

加藤武委員　　リニモによって長久手の資産価値が上がると答弁したが、何％位上がるのか。ただし、調整区域が市街化になれば、上がるのは分かるが、それに、リニモが走っているとなお、上がるということでしょう。
まちづくり推進部長　何％か数字でお答えしようとすると、具体的に言うと、例えば、公園西駅周辺、今、市街化調整区域の農地です。そこで、長久手町に納めて頂く税金で、固定資産税だけでいうと、約400㎡の農地が440円です。これが、宅地になり木造２階建て程度の住宅になると、土地と建物つきで固定資産税が約13万円です。181倍です。住宅メーカーがこういったものを何戸か造って開発していただくと、そこに住む方々にリニモに乗っていただく可能性も上がりますし、固定資産税が、町に毎年のように入ってくる。そういった資力でもって町の財政規模を上げていくのが、町の方針であることは、本会議でもご説明させていただきました。
　　　　　　例えば、もう一つ、商業施設の誘致が成功したとしますと、３万㎡で

　　　　　　アピタがこのくらいですが、固定資産税だけで毎年、7,400万円が

　　　　　　課税されます。沿線地域の開発により、今言った固定資産税が入ってき
　　　　　　ます。プラス、商業施設や住まう人、交流人口が発生し、リニモ乗客

　　　　　　が増える。町の骨格軸の中で開発が促進される。この調整区域の開発に

　　　　　　は、愛知県の情報量と愛知県の持っている権限を弾力的に運用していた
　　　　　　　　だいて、特に早めに農振会議を開いていただくような手続きが必要です。これは、長久手町の力だけでは、無理であります。愛知県とともに沿線開発に力強く進みだしていくことが大切であります。
加藤武委員　　今の説明だと、リニモと関係ないではないか。調整区域に分家住宅が建つと固定資産税が上がると。
まちづくり推進部長　この開発は、駅周辺１㎞以内に限ったもの。駅がないと、開発できない。リニモは必須です。

加藤武委員　　では、何％という数字は挙がるのではないか。　
まちづくり推進部長　単純に宅地化すれば、固定資産税でいけば180倍。そこに商業施設がつけば、もっと変化が起こる。
加藤武委員　　それは、調整区域を民間が開発するとそうなるということ。ただ、そこにリニモがあると開発できるという意味での説明でしょう。そうではなくて、町全体として資産価値があがるという説明をしたのでしょ。町の資産価値が上がると。それは、部分的なことでしょう。

企画政策課長　すでにあるリニモを、長久手町の中心を鉄道が走っていることが、町の高い評価である。これが廃線ということになれば、どれほど町としてのイメージが下がるか。今、非常に高い評価をいただいている中、長久手町の住環境が一気に下がってします。
加藤武委員　　今後、住民説明をするのか、しないのか。ここで、議会が決めれば進めるのか。住民の３地区、４地区位に分けて説明するのか。　　

企画政策課長　３月議会の中、新たに出資のお願いをします。その前に、広報の中で、現状と今後のまちづくりを、リニモを支援としたＰＲを、住民に分かっていただくよう考えています。

加藤武委員　　広報に載せるのは当然。各地区へ出向いて説明するのか、しないのか。

企画政策課長　各地区へ出向いて、議会の皆様に説明した様な説明をする場を持つことは考えていません。

加藤武委員　　結局、本当に、これは、長久手の税金をトータル60億くらい使ってしまうこと。その金が活きてくればよいが、消えていく金でしょう。先の本会議の質問であったように減価償却で落としてしまうし、もう、資本金がなくなっているでしょう、71億あったのが。だんだん消えていくでしょう。普通だったら、会社へ出資するというには、その金が残るのが普通でしょう。今、赤字で食っていく状態でしょう。債務超過にならないように、毎年ある借金をそれで帳消しにする感じでしょう。実際に残らないでしょう、その金は、いくら出しても。そういう説明を皆さんに、住民にしないと。誰が責任をとるのか。あなたが一番若いから、あなたがずっと役場におれば、あなたが責任とっていくことになるでしょう。部長やら、副町長もそう長くはないでしょうから。
まちづくり推進部長　今の議員、誰かが一人責任をとればよいというのではなく、リニモが存続することにより、周辺開発により長久手町全体に収入が入る。会社が存続すれば、固定資産税も納めていただけます。40年までに25億円の固定資産税が、会社から、当初17年からの累計ですが、納めていただける可能性がある。継続、前提ですよ。駅周辺の開発が起これば、
　　　　　　力強い税収をもった町になってまいります。それが、まちづくりではな

　　　　　　いでしょうか。そのまちづくりにリニモは、必須です。そういう、相対
　　　　　　　　論で議論してください。今の住民の負担がずっと続く設定ではありません。新たに人口が増えてくる皆さんに、ご負担はしてもらわなくてはならない。それは、固定資産税であり、お住まいになる住民税であり、町の全体の税収を高めていくことが、力強い町を作っていくことですし、今ある評価を落とさないことが非常に重要である。そのためには、リニモは非常に高い評価をいただいていますので、ここは、充分ご理解いただかなくてはいけないのではないかと。
水野竹芳委員　一般質問でも聞きましたが、回答頂いた分と回答頂いていない分が、ありますので確認します。住民の方に聞かれても、説明できないようでは困りますので。県は自治体以外の株主に愛知高速株式会社への増資を依頼したのか、しないのか。

企画政策課長　民間株主に経営支援を愛知県はお願いしたが、厳しかったと。
水野竹芳委員　貸付金に、有利子のものがあるが、株式化すれば、潰れれば、なんともならないし、残ってこれば、それなりの価値を生んでくると思うが、当面も問題として、1,000万円入ってくるものが、入ってこなくなるが、その辺は資金的に成り立つのか。
企画政策課長　今までに、有利子貸付金での利息は、年間1,000万円入ってき
たがそれがなくなる。ＤＥＳにすると、それは、資本になるので、利息は発生しなくなる。町としては、利息も含めて、金融機関から借りているので、返さなくてはいけないが、そういった資金については問題ないです。
水野竹芳委員　こういったところが、説明の時に、すっきりした形でいわれないので、町の方がそういう認識をもっているのか疑念を持つ。ですから、説明の時、その辺をしっかりしてほしい。それから、会社が赤字の場合は、賞与が払われないのが一般的だが、足らなければ、出向元から補てんされていると思うが、平成13年から20年の間で、２億4,900万円が賞与引当金として計上されているが、12月から３月までの累計を出したものだが、あと２か月分が我々の方では分からないが、実際どの程度払われていたのか。平均的な数字でよいので。
企画政策課長　平成20年度の実績だと、職員総数81名です。総額１億1,200万円、１人当たりの賞与は平均130万円です。役員は賞与なしです。
水野竹芳委員　退職引当金で、平成15年の３月から、16年、17年、18年退職引当金、合計2,866万4,000円。これも、会計処理上でいくと、目的外に使えないわけではない。実際どのように使われたか。
企画政策課長　平成20年は、２人で11万8,000円。引当金は、将来に備えて積立ており、使っていません。

水野竹芳委員　平成20年３月の決算によれば、役員退職慰労金311万は、実際には、どう支払われたか。
企画政策課長　20年の３月31日で310万。20年の損益計算書によると引当金の戻し入れが140万ありますので、この時、役員がお一人退職しているので、慰労金として170万円でている。役員については、退職手当はない。退職慰労金という形で、170万円で、お一人です。
水野竹芳委員　この方について言うと、何年勤務か。
企画政策課長　２年勤務です。

水野竹芳委員　名古屋鉄道の方に人件費が払われている。名古屋鉄道だけでも増資のお願いはできなかったのか。

企画政策課長　名鉄は、民間からの唯一の鉄道会社からの出資社で、そのノウハウを活かすために、名鉄から出向社員を受け入れていて、いわゆる運営事業のノウハウに力を発揮していただいている。出向社員は７名です。81名のうち７名です。増資支援は、お願いしているが、新たな出資は厳しいということで、他の形で、ご支援いただいている。

水野竹芳委員　出向先、出向元では、賃金格差があると思うが、その格差はどれくらいか。
企画政策課長　名鉄の方が賃金体系は高いです。その差額は、名鉄からいただいて埋めています。年間1,000万円程度、名鉄より支援いただいていると。
吉田委員　　　大事な案件がある時に、町長はなぜ同席していないのか。

副町長　　　　単に用事がありまして欠席しておりますが、議案としてお願いしておりまして、本会議も出させておりますし、お答えは、各部長、課長からさしていただいておりますし、問題なしと思っています。
吉田委員　　　町長の代わりに、副町長がご答弁頂けることが、町長の回答ととらえてよろしいですか。　

副町長　　　　町長、部長、副町長ということでなくて、部長が答えても、町長が答えても答えは一緒です。
吉田委員　　　資料を頂きましたが、その中の輸送人員の数字の積算根拠はどのようですか。
企画政策課長　20年後に、１日２万5,000人です。平成19年度の１日当たり１万5,600人をベースに、沿線開発より5,700人、通勤2,000人、交流人口を1,700人の増加をたして、２万5,000人です。
吉田委員　　　シンクタンクからの資料は見せてもらえるのか。
企画政策課長　県から見せてもらったが、シンクタンクからの資料は持っていません。

吉田委員　　　担当課は見ているのか。
企画政策課長　昨年度、見ました。

吉田委員　　　シンクタンクの会社名は公表できるか。

企画政策課長　三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティングです。

伊藤委員　　　リニモ支援ということで、どうしても潰すわけにはいかないということで、こういう形が出てきたと思う。しかし、県の方が来て説明会をして、一般質問で、たくさんの議員が質問をした。その時の執行部の答弁は、県の案がでたらそれに基づき町としての支援策を検討していきたいという答弁だったと思う。それから、議案としてだしていくので、議員の了解を得られるような努力をしていきたいという答弁をしている。ところが、いくら、記憶をたどっても県の説明会以後に、町の執行部から町として、支援策をどうするかという話は、一度も聞いていない。現状では、この議案があがってきて、この部分については、やりたいということだった。ところが、今、話を聞いていると、すでに、県がだしたものすべて丸呑みにするという話になっているが、私たちにはそういった説明がなかったと思うのですが。これは、どういうふうに理解したらよいか。
企画政策課長　今回の経営支援の中身については、もともとの資金のスキームですね、356億の総事業費の８割になる借入金を経営から切り離さないと、今年度から減価償却前は黒字になると、今後も、そういった条件は続くのだけれども、どうしてもこの大きな借入金を切り離さないと立ち行かないということの中で、当然、愛知県の方から示されてきた経営支援について、我々も検討してきました。例えば、県の方も含め、上下分離方式もあるだろうし、長久手独自支援として、その額に見合う別の形、例えば、住民に直接還元できるような仕組みを提案しました。が、結果的に出資割合が、支援の仕方によって崩れてしまうというので、愛知県を含めた沿線市町県の将来的な支援についての合意の形は崩せないだろうと、当初の実施割合で支援していくという形が町としても適切であると判断しましたので、県の案を丸呑みでなく、町としても判断させていただいたと考えています。
伊藤委員　　　今の言葉は、今初めて言われたのではないかと思う。いつの時点でそういうふうにすると決めて議案にだしてきたのか。それと、先程、民間には、違う形での経営支援をしてもらうと。今、経営状況が悪いから、違う形での経営支援をしてもらうと。では、私たち長久手町も県の言うとおりではなく、私たちも違う形の支援は可能ではないですか。民間は、そういう形ができて、私たちには、なぜ、違う形の支援ができないか。もう一つ、DESにあてるべく貸付金は、12億5,000万円だけでなく、まだ、15億ある。考え方の一つとして、最初に、すべてをDESにしたらどうか。特に今いわれる会社の経営状況をいうなら、すでに倒産したとみなしていいような状況として、貸付金はもう戻ってこないとみなして、先に、貸付金を全額DESにすることも考え方の一つとしてあったのではないかと思う。それから、固定資産税が入ってくるという話があったが、それについても、町内の民間企業のことがあるのでいいのかどうかは、議論が必要かもしれませんが、固定資産税の免除という手法も考えられたのではないか。一旦、固定資産税を入れていただいて、また、それに、真水の現金をたして出資をするということであれば、もう、潰れたということで、固定資産税が入ってこないとみなして、減免という方法もあったと思うが、その辺が、なぜ、言われるままの数字なのか。先程、議論したといわれるのですが、全然説明が、どういうやりとりで、どういう計算に基づいて、やったのか、わからないのですが、どうでしょう。
企画政策課長　例えば、違う方法はどうかということで、ご質問いただきましたが、今回の経営支援については、債務超過の解消と、来年度からくる資金不足への支援、大きくこの２つのことがあります。例えば、全額DESについては、当然、そこに資本が入れば、その点については、財務強化につながるのですが、来年度からの資金不足には対応できません。資本が増えてしまうと、今、増資して、減資している手続きをしているが、単年度ごとの累積の損失を資本であてて、それを消していて、財務構造を強化している。資本だけ増えると県税、外形標準課税がかかってしまう。資本に対して、かかってしまう税金がある。資本が多ければ、それだけ、大きな税金を払わなければならいということで、愛知県が出してきた経営支援のスキームというのは、単年度でもっとも合理的な考え方に基づいて行われている。もう一つ、固定資産税を免除する方法があるではないかということですが、これについては議論しましたが、固定資産税相当額を免除すれば、それなりの現金出資がいらなくなるのではないかということですが、本町が、違う形、出資と違う形でやってしまうと、新たな出資後の出資割合が変わってしまうので、協調支援の中では、今後もこの出資割合でやっていくということなので、出資割合崩れることで、合意が得られないのです。　
伊藤委員　　　出資割合が崩れてしまうというが、実際、民間の出資割合は崩れている。それと、今まで、イルミネーションなどで、別な形でリニモ支援をやってきた部分も考慮してもらって、DESにしても株総数が増えるということですが、その分愛知県のDESは少なくして、長久手町の現金出資の分は、悪いですけど、県でお願いしますよと言った交渉事もできたのではないか。トータル的な出資割合に応じた支援という形で検討する方法もあったのではないかと思いますが。どうしても、DESは　　　これだけ、現金はこれだけ、でも、先ほど、民間は、違った支援の仕方がありますよと。だったら、今後長久手町は、独自に沿線開発については、別途出金を投入しなくてはいけないですよね。だったら、それもやっていくということを他市町、特に県によく説明していただいて、その分は、県で面倒をみてくださいよといというようなことがあってもよかったのはないかと。とにかく、説明しますと言ってきたのが、説明もしないで、議案の事前審議になるからとか言われるかもしれないけれど、議案にポンと出てきて、よくよく聞けば、県が言ったとおりの支援をしていきますと、そんなこと、今まで一度も聞いたことがない。ちょっとその辺が、納得いかないですが、どうでしょう。
企画政策課長　一番の事業主体である愛知県が中心となって経済支援についてだし　　てきました。町としても様々な検証をしてきました。結果、形としてこうなったが、当初の出資割合、それから貸付金についても、この出資割合で、有利子についても、無利子についても、そう言った形になっているので、これは、設立した当初から、この割合の中で、今度も支援していくと、今回は、こういった経営支援の形になりましたが、そう言った形での合意がされているのでご理解願いたい。
伊藤委員　　　昨年度、県がやったDESについては、県だけが単独でやっていて、全然、協調していない。それは、今の答弁と食い違うのではないか。
企画政策課長　昨年県がやられたDESについては、県と沿線市町を含めた、出資割合に基づいたDESだと認識しています。ただ、タイミング的に早まったのは昨年DES
をしないと債務超過になるから県が先行してやったもの。当然、我々にも話がありましたが、我々はまだ、皆様にご説明もしていませんでしたので、できないということで、まず、県が先行してやっていただいたのです。
伊藤委員　　　そういうこともあって、なお且つ、５年間の支援だと。５年間だと。結局は、絶対に解決する案ではないということなんですよね。だから、とりあえず、という表現もされています。５年先のことは、とにかく、わかりませんと。とりあえずという話だったら、とりあえず、県で出来る限りのことは、やってほしいといって申し入れるべきだと思うし、この件については、一般質問の時、町長は、交渉していないという答弁をされたと思うが、その辺はどうですか。
まちづくり推進部長　町長は、いわゆる交渉事としてはしていないが、沿線開発とか、愛・地球博記念公園の増客見込みとか、こういったものについては、町長は、以前から、あんな大きな駐車場を造って何を考えているのかといったとこも含めてですよ、県の沿線の土地利用や、季節ごとのものについて、そうとう強い口調で県に提案をされております。その出資そのものも、スキームの問題ではなくて、沿線開発について、県がもう少し、現実的な話で、リアリティーを持って行動してもらわないと支援する自治体としては、いけないということを中心に発言をしておられます。出資につきましては、５年間は、沿線市町の協調支援が非常に大事であります。県とともに、市町が協調して、５年間は支援していくよと。５年後は、まだ、借入金等のことが残りますが、我々は、この５年間で、町や県が沿線開発に関して、どれくらいのものをみせてくれるのか、現実できるのかが、カギだと思います。したがって、５年間の努力は、我々がどう努力していくのか、県がどう努力していくのかが、非常に重要だと思っておりますので、そこに向けて、短時間ではありますが、取り組んでいきたいと思っております。そのことを決意という形で申し述べさせていただいたつもりであります。このことは、町長も５年間が、カギと思っていらっしゃりますし、我々としても、そこに向けて集中的に、仕事をやっていきたいと思います。
この際、暫時休憩とします。

　　　　　　午前11時07分休憩

　　　　　　午前11時20分再開

委員長　　　　休憩前に引続き会議を再開します。

加藤武委員　とりあえず、このリニモをなくすことはできない。５年間で、県や他の自治体が、足並みをそろえて、今の金額を出していけば、まず、５年間は大丈夫だと。その先が心配であると。本当にこの５年間は、大丈夫か。これで済むのか。
企画政策課長　この支援については、これは、最高額で、これ以上の支援はなしです。
加藤武委員　　５年間は、これで大丈夫と。
企画政策課長　これでよいです。
伊藤委員　　　有利子の貸付をDESにすることで、今議会で長久手町のみ先行して　やると、この利子は入ってこない。他の市町は今、議会で上程されていないので、たぶん３月であろうが、他の市町は、利子は受け取るのか。
企画政策課長　切り替わり時点までの利息は発生するので、正式に決まるまでの利息は発生しますから、各市町は、その分を受け取る。
伊藤委員　　　毎月支払いか。年度なのか他の市町は、３か月余分にもらうのか。
企画政策課長　本町は、半年ごとにいただいていますが、切り替わりの日の中で、日割計算になります。ですから、概ね３か月は支払われると思います。
吉田委員　　　シンクタンク名は、三菱UFJ リサーチアンドコンサルティングですが、転貸債を借り入れています借入先は。

財政課長　　　有利子貸付金は、三菱東京UFJ銀行から借り入れをしています。無利子貸付は、瀬戸信用金庫、あいち尾東農協長久手支店からです。
吉田委員　　　転貸債を分かりやすく説明してください。

財政課長　　　転貸債は地方財政法に定められた地方債でございまして、自治体以外の企業、団体等が行う事業のために、自治体が団体の代わりに地方債を発行して、団体に貸し付けするものを総括して転貸債というと理解しています。
吉田委員　　　平成14年の３月５日の議会の議事録を見ますと、町長と、当時の片桐参事の答弁を信じたいのですが、今日、お二人ともお見えにならないで、どなたが、答えても一緒のご答弁ということなので、ここに残されたご答弁は、町長は記憶されているかどうか。どのように思われますか。
企画政策課長　具体的に、何月何日かは、わからないが、記録として残っていますの　　で、確認できると思います。
水野竹芳委員　会社概要20年３月決算、愛知県が議決権の所有割合が30.8％、名鉄が14.9％と書いてあるが、長久手町はいくつですか。
企画政策課長　9.7％です。当初の出資割合ですので、自治体が、51.9、民間が48.1です。

水野竹芳委員　一般質問でもいったが、県警のほうが、運転免許試験場をリニモ沿線に来る記事がのっているが、この件は調べたのか。
企画政策課長　リニモ経営支援、及び活性化については、地域振興部を通じて様々な話をしています。その中では、愛知県警がそういった構想をつくられたのはご存じだが、県全体、地域振興部を含めて出したものではないというふうに伺っています。
水野竹芳委員　この構想は、県の知事部局や財政部局には示しているよということなので、あんまり、信憑性がないとは思えないのだが。具体的には、問い合わせても、答えられないのか。

企画政策課長　警察の部署に問い合わせれば、そう言った事実がありますし、構想のなかに位置づけられていることについてはご説明があると思われますが、我々としても、具体的に愛知県の地域振興部の方からはそういった情報は入っていないです。
水野竹芳委員　唯一の明るいニュースなので聞いたのだが。

副町長　　　　県警本部長の定例記者会見の中でのお答えになった話なので、地域振興部の方からはそういったことはしていないが、県警本部長の定例記者会見の発言なので、信憑性はあるが、詳細は分からないということです。
吉田委員　　　８月の議員説明会から、何も住民の皆さんに説明がない。行政の行う説明責任があるが、分かっているのか。
企画政策課長　今回の件は、重要なことなので、県に来てもらって説明をし、議員の方に、中身をしっかり理解してもらうことが重要だと判断しましたので、このようにしました。
吉田委員　　　住民には知らせなくてよいという判断か。
企画政策課長　議員を通し、議論をしながら、住民にもご理解していただきたいです。
加藤武委員　　今の吉田ひでき委員の質問だと、議員が理解し、議員から住民に説明してという感じに思えたが、それは、おかしい。町から説明し、住民からの意見も聞いてその上で、進めていくとが必要だと。一方的に、広報、ネットに載せても一方通行です。それでは、だめです、ぜひ、説明会をしてくれ、といっても、でも、やらないという。本当にやらないのか。
企画政策課長　今年度中に広報等でお知らせすることを考えているが、地域ごとでの説明会はしません。
加藤武委員　　やればすむのに、なぜやらないのか。重要なことですよ。
公共施設を作るのとはわけが違う。存続のために12億。その金は、消えてなくなるのだよ。そういうことをやろうとしているのにもかかわらず、住民に対して何も説明しないのはおかしいと思う。
副町長　　　　議員のせいになるという気はないです。町の執行部も責任を持ってやっていくのです。議案としてあげさせていただいて、ご議論いただいて、その結果についてですね、広報、インターネット等では、当然お知らせしていこうと思っていますので、ご理解願いたいです。
加藤武委員　　どんな意見がでるのか分からないので、そのための説明会がいると。住民がそんなもの出さなくてもいいといっても、町がやりたければやればいいと思うよ。住民無視の行政でね。住民の話を聞くのが必要ではないか。聞かないで通すのか、誰のための行政なのか。リニモは、住民のためのリニモでしょ。その説明会をなぜしないのか。

企画政策課長　説明する予定はありません。

水野竹芳委員　県はいつ予算化するのか。

企画政策課長　DESについては去年しているので、39億8,900万円しているので、DESに対する単行議案は終わっている。議決されて、実施されている。現金出資については来年度予算に計上すると伺っている。
水野竹芳委員　我々は、後追いでやっているのか。

企画政策課長　はい、県は先行して、今年度沿線市町が、共同歩調で行うことを確認しています。
水野竹芳委員　名古屋市も長久手に続く株主だが、向こうの意見など情報がないが。県が言ってきたから、まず、長久手町だと。

企画政策課長　長久手は負担が大きいこともありますが、すべての沿線市町に対して同じようにお話をされて、すべてに協調支援していくということで確認をしています。長久手町だけでありません。
加藤武委員　　協調していくと、他の市町は、まだ、12月議案にだしていない。長久手町は、いち早くやろうとしているが、これだけ、議員が言っても説明会はしないという。この議案を採決するには早急すぎると思うので、
　　　　　　３月まで、継続審査を提案します。
水野竹芳委員　５年ごとに行政がもめるのもいかがなものかと思って。県の方も腹をくくる。我々も一括で方を付けると。でないと、延ばせば延すほど、問題もでてくるので、もう少し、県の方にも総合的に考えるように言ってもらえませんか。
企画政策課長　議員からのご意見は、県に伝えます。
委員長　　　　加藤委員の方から継続審査にしてはどうかという提案がございまし　　　たけれど。

川合委員　　　継続ではなく、リニモを残していく方針ですので、それに対して、DESをしなければ駄目である、経営に影響があるということで、やるということですので、やっていかなくてはしょうがない。しょうがないという事に関してこれ以上延ばしたところで、今日の意見がでるだけのことである。これを継続にしたところで、どうしょうもないと思いますので、今、採決すべきと思います。

加藤武委員　　何回も町に聞いても説明会をやらないというから、その間もう少し考えて、３月まで考えていただき、その間にやっていただきたいと。意見を聞いた上で、３月でも遅くないので、審議して、結論を出したいと。ペケにするという意味ではなく、町が私たちの要求を聞かないから、そういうことになる。支援は、わたしは、とりあえずは、反対していないし、そういうことです。
まちづくり推進部長　水野竹芳委員の質問にあったように、一度に解決する問題ではない。今年は、単行議案で、DESという形で１件、別個で審議していきたい。３月の議会では、来年度予算というかたちで、新たな増資ですね、予算として審議していく。毎年のように予算で、５年間審議する機会がある。住民にリニモの大切さ、会社の継続の重要さを伝えていきたい。様々な場をとおして、内容を説明する必要があると思っている。この議案は特別な議案と思っている。予算ではないので、貸付金をDESにする審議なので、ここでして頂いていますが、毎年のように議論が起きますので、その時々に住民の方への理解にむけ、我々の努力が必要であると考えます。
加藤武委員　　　なぜ、説明会をして努力しないのか。逃げている。やる必要がないと、意味がないと思っているのか。
企画政策課長　　愛知県の方から、私どもの方から、議員の皆様に的確に中身をきちっとご理解いただいて説明をさせていただいたと思っています。ご審議してください。
吉田委員　　　それだけ、自信のある答弁するなら、住民に説明してほしい。
まちづくり推進部長　　議会に議案として出している案件。前提として、２回にわたり議員には、説明をしている。リニモ全体、経営の在り方、町づくりについておいおい、住民の皆様に説明しますが、DESという単行議案なのでそのことを議会にお諮りしています。そのことだけを住民に説明するのは筋が違うと思っている。

加藤武委員　　　逃げている。議案だから、説明はいらない。出資する時は、これ貸付金で27億かね、貸し付けているから、我々もそういわなかったが、貸し付けた当時は、帰ってくると想定していましたから。これは、返ってこない金。投資しても、普通株券があるけど、株券をもらうの。ただの紙切れをもらうのか。恐らく経営がうまくいっても帰ってこない金。
まちづくり推進部長　　DESを行うので、会社を継続するために必要な、債務超過しないための唯一の方法です。会社が継続するのに必要な行為。会社が継続することが、町づくりに資することと思っていますし、必要なことと思っていますので、議案とだしています。町民に対しては、予算として挙がってくるので、その度に、理解を深めていく努力はしていきます。
加藤武委員　　　経営に必要な金ということは、借金の返済のために食っていく金ですよ。返ってくると思うのか。
企画政策課長　　愛知高速、株券としては発行していない。株式として発行しています。増資に見合う株式については、発行されますので、それについては、町が保有するということになります。株式の評価については、公開株でないので、評価されるものでない。今後経営支援していく中で、説明している通り、今年度については、減価償却前の営業収益が黒字に転換すると、今後もこういったことは、想定されていきます。貸付金がなければ非常に優良な一企業になっていくのですから、町としては、株式が後から帰ってくるということではなくて、リニモを支援することによってリターンされる町づくりをしていくことが重要です。
水野竹芳委員　　名古屋市議会は、この件を通っていくと県の方は見ているのか。

副町長　　　　　名古屋市も共同歩調をとっていくと了解を得ているわけだけれども、名古屋市が、なぜ12月にできないのかというと、他の議案がありまして、それと一緒に県議会の方にをあげていくと。それが、２月議会と聞いています。共同歩調をとっていくと調整させていただいています。
委員長　　　　他ございませんか、なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。
この際、暫時休憩とします。

　　　　　　午後　０時００分休憩

　　　　　　午後　０時０５分再開

委員長　　　　休憩前に引続き会議を再開します。

　　　　　先程、加藤武委員から、議案第67号については、閉会中の継続審査の動議が出されました。

　　　　　　　お諮りいたします。
議案第67号について、ただいまの動議のとおり決定することに賛成の議員の挙手を求めます。

　挙手少数（反対：加藤和男委員、伊藤委員、川合委員、水野竹芳委員、）
であります。

　よって議案第67号を継続審査とすることは否決されました。

引き続き議案第67号の審査を行います。
　　　　　　討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

伊藤委員　　　この議案に対して反対の立場で意見を申し上げます。いろいろ説明を受けましたが、この12月議会で結論をだす必要があるのかというところで納得がいきません。他の市町と協調といいながら、長久手町が先にやる。それから、県のいいなりとしか思えないようなやり方。また、議論はされたというが、何も説明はない。もう一度、この議案を否決し、３月に皆の意見を聞いた上で、きちんとした支援案を提示したいと考え反対とさせていただきます。
吉田委員　　　反対の討論をさせていただきます。有権者のみなさまに直接選ばれました私ども議員と町の最高責任者であります町長は生き物です。人間どんなに優れた知識や判断力を持っていても、機械ではなく、生き物ですから、時の事情や利害などによりパーフェクトな判断はできないこともあると思います。しかし、このようなリニモの経営状況は、万博の終了後、愛知高速交通の取締役であられるなら、年々、分かっておられたことであります。先の８月、議員説明より４か月もの期間がありました。過去の議会、当時の提案者であり、議員の厳しい質問にもはっきりと答弁で、私どもは、転貸債でお金出していくわけではありません。確かに、一般会計は通しますが、それはあくまでも会計を通すだけでありまして、負担をするものではありませんので、その辺は、ご理解を賜りたいと思いますと、答弁を残されました町長からは、残念ながら、この４か月の間に、何も、町にも、住民にも説明責任は果たされませんでした。税金を納める方々に税金を預かる者としての十分な説明責任を果たされることもなく、議員に判断だけを求められております。任期のある町長と議員。町長には２年、私たち議員には１年５か月しか任期はありません。この現在、議案は、リニモが順調でないから、提案された議案であります。前回と同じ提案者で残り２年の任期しかない現町長の判断で提案されるこの案に私は、賛成できませんので、反対とさせていただきます。
他ございませんか。ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第67号　愛知高速交通株式会社に対する出資について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

可否同数であります。（反対：伊藤委員、加藤武委員、吉田ひでき委員）委員長は議案第67号について、可と採決いたします。よって議案第６７号については原案のとおり可決することに決しました。

この際、暫時休憩とします。

　　　　　　午後　０時１０分休憩

　　　　　　午後　１時１５分再開

委員長　　　　休憩前に引続き会議を再開します。

議案第60号

委員長　　　　次に、本委員会に付託されました、議案第60号　平成21年度長久手町一般会計補正予算（第４号）を議題といたします。議案第60号について執行部の説明を求めます。

財政課長　　　議案第60号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第60号に対する質疑等を行いま

す。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

水野竹芳委員　議案の出し方「子育て応援特別手当給付事業」特異なものは別にしてもらいたい。全体の中で判断していかないといけない。政権が代わり色々な思いが交差している時に、こういうところは別に立ててもらいたい。　　

財政課長　　別に立ててございます。９月の補正予算で、子育て応援特別手当給付事業費を計上しました。補正予算でそれを減額廃止させてもらいました。

水野竹芳委員　もらうあての人は、来年しかもらえない。長久手町としても、リニモで1,000万円くらい利息が入ってこないと簡単に言っている。２割でも３割でも助けるような考えはなかったのか。

財政課長　　町の単独費で若干でもということだが、愛知県に照会したところ、県内市町村では、単独費でやっている所はないとのことです。

加藤武委員　予算書23ページの新型インフルエンザ予防接種助成金2,275万5,000円だが、低所得者（生活保護世帯町民税非課税の人）に、４分の３補助するのか。

財政課長　　　全額補助です。財源は４分の３は国からきます。

加藤武委員　　先ほどの1,700万が県からきて全額補助ということか。

財政課長　　　歳出が2,275万円程ある。その内1,700万円程が県からきます。残り500万円町費を上乗せして、低所得者に全額助成しています。

加藤武委員　　　対象者は何人くらいか。

財政課長　　　　今回の補正予算では3,700名を対象としています。

加藤武委員　　　高齢者65歳以上は季節性インフルエンザワクチンの助成があった。個人的に1,000円で打てる。今年度は、ワクチンが減って各医療機関へ入る数が少ないので、補助金が余ると思う。来年度65歳以上の補助は検討しないのか。

財政課長　　　現時点では、予算編成なので検討していません。　

加藤武委員　　65歳以上を補助すると、普通のインフルエンザは1,000円でやれる。どれくらい予算がかかるか。

副町長　　　　2,600万円～2,700万円になるが、それが1,000円負担するかも含めてわからない部分があるので、何とも言えません。近隣市町の動向を見て対応を考えます。

加藤武委員　　幼児の補助も併せて検討したらどうか。現在、優先的にやっているので一般の人は打てない。幼児や妊婦、疾患者を中心に医療機関はやっている。いくらか負担金を出させて補助を出すという方法を考えてもらいたいがどうか。

副町長　　　　ご指摘の部分は、全体的な流れを見ながら検討します。

川合委員　　　予算書25ページ商工費の商工業振興資金信用保証料補助金200万円だが、借りる人は増えているか。

財政課長　　　セーフティーネットの保証制度の実績だが、平成20年度が19件だったが、平成21年度９月末現在では34件です。

委員長　　　　他ございませんか、なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

伊藤委員　　　リニモ出資の件について、この補正予算で対応すべきではない。３月に再度きちんと対応すべきである。その部分について、納得できないので反対とします。

委員長　　　　他ございませんか。ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第60号　平成21年度長久手町一般会計補正予算（第４号）について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手多数（反対：伊藤委員、吉田ひでき委員）であります。よって議案第60号については原案のとおり可決することに決しました。

　　

（執行部退席）
　

　　　　　　　　　次に、閉会中の継続調査についてお諮りいたします。

　　　　　　委員のお手元に配布してあります継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査したいと思いますが、ご異議ありませんか。

　　　　　　（異議なしの声あり）

　　　　　　　ご異議ないものと認めます。継続調査申出事件一覧表を私から議長に申し出ておきますから、ご了承願います。

なお、委員長報告は委員長と副委員長に一任していただけますか。

（異議なしの声あり）

ご異議が無いようですのでそのように取り計らいさせていただきます。以上で総務まちづくり委員会を閉会します。

午後１時38分閉会　　　

以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成21年12月８日

総務まちづくり委員会委員長　水野とみ子
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